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［北陸地域づくり叢書］発刊に際して 

 

明瞭な四季の変化が独自の風物や産業を生み出し、幾多の自然災害を経験し

克服してきた北陸地域。古くは北前船が地域を結び、朝鮮半島や大陸との交易

拠点として殷賑を極めた北陸地域。時にその牙をむく厳しい自然と共に生き、

日本海を挟んだ対岸地域と向かい合う北陸地域は、豊かで輝かしい歴史をもつ

とともに、多様なポテンシャルを持つ地域である。 

今、我が国は成長社会から成熟社会に突入し豊かさについての考え方が多様

化するとともに、日本海対岸に位置する北東アジア諸国が著しい経済成長を遂

げている。このことは北陸地域にとって、厳しい冬の時代に蓄えたポテンシャ

ルを活かし、さらに飛躍することのできる春の訪れをもたらす可能性が大いに

あることを意味するものである。 

しかし、私たちの目の前にあるのは、置かれた自然環境や地理的特性を十分

に活かすことができずにいる北陸地域の姿である。社会情勢や経済環境の変化

を踏まえ、北陸地域が持つ可能性を十分に発揮するため、今何が求められてい

るのか。そして、私たちにできることは何なのか。 

 

● 

 

 社団法人北陸建設弘済会では、平成 19 年度から、北陸地域の主要課題をテー

マにとりあげ、北陸地域の活性化について共同研究する「プロジェクト助成研

究」を行うこととした。本叢書は、この研究成果が次の地平へ進む一歩となる

ことを期待して、広く社会へ発信を始めるものである。 

 

平成 20 年 5 月

社団法人 北陸建設弘済会

北陸地域づくり研究所

 

……………………………………………………………………………………… 

 

本書は、（社）北陸建設弘済会が実施している「北陸地域の活性化に関する研

究助成事業」のプロジェクト助成研究、[プロジェクトⅡ「北陸地域の自立に向

けた方策の調査研究」報告書]の標題を変更、刊行したものです。 
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はじめに 

財政の逼迫、中心市街地の衰退、産業活動の低迷。今日の地方社会を取り巻く問題は数

え上げればきりがないが、一つには行財政をはじめ、自立した地域運営が十分になされて

いないことが原因であると考えられる。その根底には、社会のあらゆる規範や意思決定が

東京でなされ、資源・資本も東京に集中しているという構造的な問題がある。 
本書第 1 章でその一例として人口の推移を示しているが、戦後の一貫した増加は労働力

の源泉としてあるいは消費活動を通じて経済を循環させ、社会の存立を支えてきた。しか

しながら、三大都市圏と地方圏との間には人口増加スピードに差があるばかりか、直近で

は地方圏は減少へと転じている。このことはとりもなおさず、地方社会の活力を殺ぎ今日

の停滞へとつながる遠因となったと考えられる。 
こうした趨勢に対して、これまで手をこまぬいてきたわけではない。社会資本整備の方

向性等も含めた国土の開発・利用の方針を定め、いわばわが国の地域政策の根幹をなして

きた全国総合開発計画では、1962 年の全総策定以後、1998 年の五全総に至るまで、人口

と産業の大都市圏への過度の集中による弊害と地域間格差の是正が常に命題とされてきた。 
今日の国土形成計画では、8 圏域ある広域ブロックの自立的発展を国土構築の基本的な

方針と位置づけており、地方は地域の実情に見合った施策検討が可能になったが、それは

同時に国全体の施策計画・実施についても地方が一定程度関与していくこととなったと考

えられる。このことから、各ブロックが自らの成長戦略を検討することは、わが国の将来

像を描いていくことでもあるといえる。 
本プロジェクトでは、初年度に広域連携による効果の可能性について検証し、昨年度は

北陸の広域交流を担う交通インフラ整備について検討した。本年度は国土形成計画の内容

と過年度の研究成果を参考とし、「21 世紀社会の地域づくりと北陸のあり方」をテーマに、

行財政や制度のあり方、地域経済等の一般的な視点を踏まえつつ、住民(生活者)の目線で

の地域の自立の概念を考えていくこととした。 
そのため、北陸の生活水準や経済構造、地域特性といた点についてレビューしたほか、

国土形成計画の論点から北陸圏域内の都市・地域間や周辺地域との相互補完、三大都市圏

との水平的な役割分担と対外的な連携のあり方に着眼し、その関係構築の視点と方策を検

討した。具体の内容・提案は本書をご覧いただきたいが、北陸地域の自立の達成のための

考え方と、わが国の将来像を展望していただければ幸いである。 

 

平成 22 年 3 月 

プロジェクトⅡ「北陸地域の自立に向けた方策の調査研究」代表 

事業創造大学院大学副学長  原 敏明 
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社団法人 北陸建設弘済会 プロジェクト助成研究 

プロジェクトⅡ「北陸地域の自立に向けた方策の調査研究」 

プロジェクトメンバー 

 

●共同研究者 

原  敏明  事業創造大学院大学 副学長 

石澤 孝   信州大学教育学部 教授 

川上 洋司    福井大学工学部 教授 
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樋口 栄治    長岡商工会議所 専務理事  

 

●事務局 

桐木 均   （財）北陸経済研究所 地域開発調査部 調査担当部長 

青木 義男  （社）北陸建設弘済会 北陸地域づくり研究所 所長 

須田 敦司  （社）北陸建設弘済会 北陸地域づくり研究所 副参事 
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序章 研究の背景と検討のポイント 

（１）地方社会をめぐる政策の経緯－国土計画を中心に－ 

『地方分権』や『地域主権』等の言葉が日常的に飛び交う中、大都市圏と地方圏との格

差、行財政システムのあり方、地域経済、さらにはまちづくりや身近な生活環境など様々

な次元で地方社会の発展や再生といった問題が取り上げられる機会が多くなってきた。た

だし、これらは過去にも何度となく検討が重ねられてきたテーマであるため、その解決に

向けた政策や計画が持つ歴史は長く、関連する施策・事業の分野も多岐にわたっている。 

地方の振興に向けた法制度としては、1950 年の北海道開発法を皮切りに、東北開発促進

法（1957 年）、九州地方開発促進法（1959 年）、四国、北陸、中国各地方開発促進法（1960

年）が相次いで制定され（沖縄は復帰後の 1971 年に沖縄振興開発特別措置法）、それに基

づき北海道総合開発計画、各地方開発促進計画、沖縄振興開発計画等が策定された。 

こうした中、1950 年制定の国土総合開発法に基づき、社会資本整備の方向性等も含めた

国土の開発・利用の方針を定め、いわばわが国の地域政策の根幹をなしていたのが 5 次に

わたって策定された全国総合開発計画である。5 回の計画は、当然のことながらそれぞれ

の時代や策定当時の経済、社会的な課題等によって事業内容も同一ではない。ただ、計画

の背景として認識されているのは、「過大都市問題（全総）」、「過密、過疎現象の深刻化（新

全総）」、「人口、産業の大都市集中（三全総）」、「人口、諸機能の東京一極集中、地方圏で

の雇用問題の深刻化（四全総）」など、地方の停滞や都市部との格差である点で概ね軌を一

にしている。 

その嚆矢である第一次全国総合開発計画が「地域間の均衡ある発展」を基本目標として

閣議決定されたのは半世紀近く前の 1962 年 10 月のことであった。この計画では既に都市

の過大化と地域格差の解消が謳われていたものの、必ずしも所期の目的を達成したとは言

い難い側面もある。それは、それから四半世紀を経て 1987 年 9 月に閣議決定された第四

次全国総合開発計画において、行政・経済機能が特定地域へ過度に集中することを抑制し、

地域間が補完しあう「多極分散型国土形成」が改めて基本目標とされていることが、その

ことを雄弁に物語っているからである。このことから、地域や時代によって差異はあれど、

この間東京圏への一極集中の流れは一貫していたことがうかがい知れる。 

1998 年 3 月閣議決定の第五次全国総合開発計画（21 世紀の国土のグランドデザイン）

では、東京を中心に太平洋ベルト地帯が形成される一極一軸型国土構造を転換し、地域連

携による多軸型国土構造を構築していくことが方針として示された。ここでの「多軸型」

とは、北東、日本海、太平洋新、西日本の 4 つの国土軸を指しているが、日本海国土軸と

太平洋新国土軸は東京を経由しないものとなっていることから、その形成により東京を頂

点とした都市間の階層構造を水平的ネットワークに転換することが狙いであったと考えら

れる。そして、その構築は各地方の連携と協力に負うところが大きいと考えられること、

国の計画であっても一定程度は地方に責任を持たせる姿勢がうかがえることから、従来は

 10



序章 研究の背景と検討のポイント 
                                                                                                                   

一括りにされることが多かった各地方・地域はその実態や個別の事情への配慮がなされる

ようになったと考えられる。 

この点は、2005 年の国土形成計画においてさらに明白なものとなっており、周知のよう

に 8 つの広域ブロックを設定し各々が自立的に発展することを目指し、ブロック相互間は

上記の 4 つの国土軸構想と重ねていくこととされた。 

これに伴い、国土形成計画は全国計画と 8 ブロック毎の広域地方計画からなる二層の計

画体系とされ、前述の東北、九州、四国、北陸、中国の各地方開発促進法は廃止された。 

2009 年 8 月に決定された広域地方計画は国（地方行政機関）、都府県・政令市、市町村

および隣接する地方公共団体、経済団体等で組織される広域地方計画協議会で検討される

こととなっており、いわば、地方発の計画として地方に課せられた役割と責任は以前にも

増して高まっている。 
 

全国総合開発計画・国土形成計画の視点・目標の変遷 

全総 

新全総 

三全総 

四全総 

地域間の均衡ある発展 

豊かな環境の創造 

人間居住の総合的環境の整備 

多極分散型国土の構築 

 

五全総 

（21 世紀の国土の 

グランドデザイン） 

国土構造：一極一軸型（東京と太平洋ベルト地帯） 

⇒多軸型へ転換（北東、日本海、太平洋新、西日本） 

都市間構造：東京が中枢、東京への依存 

⇒自立と相互補完による水平的ネットワーク 

地域の選択と責任に基づく地域づくりの重視 

 

国土形成計画 

多様な広域ブロックの自立的発展 

美しく暮らしやすい国土形成 

⇒全国計画と広域地方計画の二層の体系 

⇒国主導からの転換と分権型の計画づくり 
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（２）本研究のポイント 

国土形成計画は、「北陸圏」のような広い地域を対象としているが、それは現代の地域に

おける問題や課題が広域化していることが理由である。そのため、地域運営を進めていく

上でも、ひとつの県だけでなく隣接する他の県や地方とも手を取り合って問題に対処して

いかざるを得ないと考えられる。但し、歴史的な経緯も含め、東京一極集中という構造的

な問題によって、地方社会の置かれた状況は厳しいものがあり、その舵取り・運営は非常

に難しいところがあると考えられる。 

地域に関係する計画が広い範囲を対象とする理由      今日の地方経済社会をめぐる課題 

人口は東京一人

勝ちの様相 

・三大都市圏の中でも東京圏は

増加の一途 

・停滞から減少へと転じた地方圏

既投下社会資本

ストック額の 

相違の影響 

・大都市圏の 2 次、3 次産業の 

成長を下支え 

・地方圏の自立的成長を阻む要因

地方に共通する

県際収支の赤字
・産業基盤の充実度の低さに起因

・経済活動の広域化

企業活動・消費活動の広
域展開への対処

・経済活動の広域化

企業活動・消費活動の広
域展開への対処

・少子高齢化・低成長

公共施設の相互利用や
効率的投資等コスト縮減

・少子高齢化・低成長

公共施設の相互利用や
効率的投資等コスト縮減

・地域PRと認知度の向上

単独の県や市町村による
地域イメージ不足の解消

・地域PRと認知度の向上

単独の県や市町村による
地域イメージ不足の解消

・防災と災害復旧支援

広域的な相互支援体制
の構築

・防災と災害復旧支援

広域的な相互支援体制
の構築

時代変化と社会的要請

今日の地域運営に不可欠な視点

時代変化と社会的要請

今日の地域運営に不可欠な視点

 

 

 

先にみた五全総（21 世紀の国土のグランドデザイン）では、東京中心の国の構造を改め

るべく日本海国土軸等 4 つの国土軸を中心とすることと、それによる水平的ネットワーク

を構築することが謳われている。 

現在の国土構造を地方の視点で整理すると、東京と北陸のような「大都市と地方との関

係」、北陸内のような「一地域の各都市・地域の関係」、同じく「各都市と農山漁村等の周

辺地域の関係」という大きく 3 層からなる地域の範囲があり、それによって国土が構成さ

れていることが分かる。 

また、国土形成計画（広域地方計画）さらには道州制の議論の高まりは、県の枠組みを

越えて「地域」を考える時代の到来を実感させるものである。 

地域構造の概念（3 層の連携）  

計画・構想計画・構想

大都市圏（東京等）

と北陸地域

大都市圏（東京等）

と北陸地域

北陸地域内の都市

および地域

北陸地域内の都市

および地域

北陸地域の都市と
周辺域（農山漁村）

北陸地域の都市と
周辺域（農山漁村）

対象地域・範囲対象地域・範囲

大都市と
地方間

地方・
地域内

地域内
（局地）

広域
ブロック

水平的
ネット
ワーク多軸型

（日本海軸）
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東北圏

北陸圏

中国圏

九州圏

四国圏
近畿圏

中部圏
首都圏

分 科 会
合

　同
協
議
会

合

　同
協
議
会

９道州案 11道州案 13道州案

北海道 北海道 北海道

東北 東北 北東北

南東北

北関東信越 北陸 北陸

関西 関西
中部 東海 東海

中国・四国

中国

関西

中国

四国 四国

九州 九州沖縄 沖縄 沖縄

（
東
京
）

（
東
京
）

南
関
東

南
関
東 （

東
京
）

南
九
州

北
九
州

南
関
東

北
関
東

北
関
東
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